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第Ⅲ部　公共施設の維持管理コスト分析

第１章 外部監査の概要

第１節 外部監査の種類

　地方自治法第２５２条の３７第１項及び第２項に基づく包括外部監査

第２節 選定した特定の事件

第１項 外部監査対象監査テーマ

　公共施設の維持管理コスト分析

第２項 外部監査対象期間

　平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日

但し、必要に応じて過年度ならびに平成１３年度も参考にした。

第３節 事件を選定した理由

　高松市における公共施設の維持管理費について監査テーマとしたのは以下の理

由による。

１）行政経費の硬直化のなかで、各種公共施設の維持管理費の負担もその要因に

なっていること。

２）公共施設のコスト効率性を、人件費、維持管理費（支出）のみならず減価償

却費及び支払利息も含めたコストとして把握し、その効率性を分析する必要が

あること。

３）事務事業評価制度が平成１３年度より本格導入されたので、当該評価制度に

おける施設の効率性、成果性と施設コストを関連させ分析できる可能性が開け

たこと。

４）平成１３年４月１日にて施設使用料が概ね１０％増加改定されたこともあり、

使用料収入の意義を再検討する必要があること。

５）他の監査テーマである「借金」「人件費」と関連させ、施設維持管理費のコス

ト効率について検討する必要があること。

第４節 外部監査の方法

以下の項目について、主管課及び施設管理担当に質問し関連証憑を検証した。

１）維持管理費の検証

主として、施設修繕費、委託料

２）人件費の把握

３）減価償却費の計算

　　　平成１１年度末バランスシート分析の活用

　　　平成１２年度完成施設については建設工事契約手続の検証

　　　平成１２年度工事請負費の契約手続の検証

４）金利負担の把握
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５）使用料の把握

６）平成１３年度事務事業評価の閲覧

　　　特に、施設の成果指標における目標値と実績値（達成率）について

７）各施設の対比分析

第５節 外部監査の実施期間

平成１３年４月１日から平成１４年２月１９日まで

第６節 利害関係

　包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第２５２条の２９の規定に

より記載すべき利害関係はない。



65

第２章 高松市における公共施設概要

第１節 公共施設の分類

　　　　　　　　分　　　類　　　基　　　準　
　費　目 公共サービスの提供施設

（使用料無し）

公用財産としての性格が

強い施設も含まれる

公共サービスの提供施設

（使用料有り）

対価を得て役務の提供

（事業体として採算性

を検討すべき施設）

総務費 本庁舎

民生費 市民会館

保育所

総合福祉会館

ふれあい福祉ｾﾝﾀｰ勝賀

女性ｾﾝﾀｰ

衛生費 保健所

保健ｾﾝﾀｰ、夜間急病診療所

斎場公園 ごみ最終処分場

労働費 勤労者総合福祉ｾﾝﾀｰ

（高松テルサ）

農林水産業費 食肉センター

中央卸売市場

商工費 競輪場

土木費 公園 市営住宅

駐車場

下水道

消防費 消防施設

教育費 小学校

中学校

公民館

図書館

幼稚園

高松第一高等学校

市民文化センター

美術館

スポーツ施設

歴史資料館、菊池寛記念館
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第２節 各公共施設概要及び分析結果

施設名 本庁舎

１）施設概要

①所在地 高松市番町一丁目８番１５号

②敷地面積 　８,８３９．１７㎡

③建築面積 　４,６４２．５５㎡

④延床面積 ３４,０２１．３７㎡

⑤構造 鉄骨鉄筋コンクリート造

⑥規模 地下２階　地上１３階建

外構 市民広場 ２５５㎡

半地下式二輪車置場

⑦竣工 昭和５５年１月

⑧建築費 建築工事 ５５億３,３８４万円

　（当初） 庁舎整備関連 　３億１,０４０万円

その他 　５億７,９８８万円

合計 ６４億２,４１２万円

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

庁舎等管理費 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬

給料 7,719 管財課１名分

職員手当等

共済費

賃金

報償費

旅費

需用費 143,895 143,895

役務費 35,739

委託料 157,428 157,428

使用料賃借料

工事請負費 69,459 69,459

備品購入費

公課費

負担金補助金

雑費

管理事務費等 12,176

合計 418,697 7,719 301,323 69,459

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 8,483,268

平成１２年度投資的経費 69,459

合計額（Ａ） 8,552,727

耐用年数（Ｂ） ５０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 171,054

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 495,586

平成１２年度支払利息 15,795

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

7,719 301,323 171,054 15,795 495,891
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３） 事務事業評価制度との関連におけるコスト効率

　事務事業評価における成果指標での達成率により、施設の効率性を金額換

算する。ここでは、目標値に対する未達成部分を目標未達成コストとして示

した。

総維持管理コスト（Ａ） ４９５,８９１千円

成果指標達成率（Ｂ） ９１．０％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ ４４,６３０千円

４）成果指標について

　本庁舎の清掃・保守点検・運転業務について職員職場要求にて苦情の出な

かった業務数にて評価し、３件の苦情にて９１．０％の達成率となっている。

　職員総数と苦情数の関係、苦情の改善率、市民からの苦情等を考慮し評価

指標のあり方の工夫が望ましい。

５） 本庁舎維持管理コストの他類似都市との比較

　本庁舎維持管理コストについて他類似都市との比較が必要である。

６） コストダウンと施設環境の向上

　職員の職場環境の維持向上、来庁市民の施設環境の維持というテーマとコ

ストダウンというテーマの相反するテーマを併せ持つ施設であり効率的な

維持管理が今後とも必要である。

７） 維持改修計画

　本庁舎を長期的に維持していく上での中長期の維持改修計画が必要であ

る。

人件費

管理費

減価償却費

支払金利0

100,000

200,000

300,000

400,000

人件費 管理費 減価償却費 支払金利

（単位：千円）
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施設名 市民会館

１）施設概要

①所在地 高松市番町一丁目８番２２号

②建物 竣工 昭和３６年３月

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造　地下１階地上３階建

床面積 ５,１９４㎡

③施設 大ホール 収容人員　１,７００人

舞台　間口２０メートル、奥行き９．１メートル

会議室 第１から第８会議室及び和室

④総事業費 ２億８,３０８万円

平成８年改修５,０３４万円

⑤新市民会館

平成１６年春完成予定

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

総務費 業務費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 3,696 3,696 3,696

給料 40,637 40,637 40,637

職員手当等 27,130 27,130 27,130

共済費 8,026 8,026 8,026

賃金 0

報償費 0

旅費 140 140 140

需用費 12,826 18,003 30,829 30,829

役務費 1,778 1,778 1,778

委託料 15,978 15,978 15,978

使用料賃借料 886 886 886

工事請負費 0

原材料費 59 59 59

公課費 4 4 4

負担金補助金 72 72 72

償還金利子 4 4 4

0

合計 92,535 36,704 129,239 79,489 49,750 0

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 333,432

平成１２年度投資的経費 0

合計額（Ａ） 333,432

耐用年数（Ｂ） ５０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 6,668

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 0

平成１２年度支払利息 0

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

79,489 49,750 6,668 0 135,907
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３）事務事業評価との関係

総維持管理コスト（Ａ） １３５,９０７千円

成果指標達成率（Ｂ） ９２．６％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ １０,０５７千円

成果指標として用いたもの

目標値 実績値 達成率

大ホール利用率 ６０％ ５７．８％ ９６．３％

会議室利用率 ８０％ ７１．１％ ８８．９％

単純平均 ９２．６％

４）施設維持管理について

　新市民会館が平成１６年春完成予定ということもあり、現施設の耐震診断

及び耐震補強は行われていない。

５）新市民会館について

　現在は基本計画の段階であるが、施設利用目標及び維持管理費の見込み額

の設定はまだなされていない。これまでの、いわゆる「箱もの」を作ってか

らその活用、維持費等を考えるのではなく、建設前段階での投資事前評価の

制度を導入すべきである。

人件費

管理費

減価償却費

支払金利
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（単位：千円）
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施設名 保育所

１）施設概要

①施設の現況 （平成１３年４月１日現在）

区分 経営主体 定員（人） 現員（人） 設置許可 建築延床面積 職員数（人）

公立保育所 高松市 2,960 2,718 昭和２３年 20,569.05㎡ 457

（３１ヶ所） から

昭和５４年

私立保育所 社会福祉法人 2,825 2,874 昭和２３年 17,122.08㎡ 617

（２４ヶ所） 及び宗教法人 から

平成元年

合計（５５ヶ所） 5,785 5,592 37,691.13㎡ 1,074

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

保育所費 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 316,994

給料 1,218,616

職員手当等 586,936

共済費 271,722

賃金 97,127

報償費 17,710

旅費 6,906

需用費 314,748 87,190

役務費 9,757

委託料 2,795,492 53,083

使用料賃借料 4,371 4,370

工事請負費 27,217 27,217

備品購入費 8,701

負担金補助金 313,343

扶助費 2,406

補償補填賠償金 12

合計 5,992,058 0 144,643 27,217

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 4,502,840

平成１２年度投資的経費 27,217

合計額（Ａ） 4,530,057

耐用年数（Ｂ） ３０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 151,001

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 355,592

平成１２年度支払利息 27,284

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

144,643 151,001 27,284 322,928

内施設管理に係る費用
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　主管課にて施設管理を行っているが係としての区分が明確でないため、ここ

では人件費を含めていない。保育所費としての人件費は全て保育士、調理員の

みである。

３） 事務事業評価との関係

総維持管理コスト（Ａ） ３２２,９２８千円

成果指標達成率（Ｂ） ９８．３％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ ５,４８９千円

　　成果指標として用いたもの

目標値 実績値 達成率

保育所入所率 １００％ ９８．３％ ９８．３％

４） 保育所事業負担

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

事業総コスト 保育所費 ５,９９２,０５８

減価償却費 １５１,００１

金利 ２７,２８４

合計 ６,１７０,３４３

収入 保育料収入 １,２８８,８８２

国庫負担金 １,３０１,７２４

国庫補助金 １５０,３１５

合計 ２,７４０,９２１

差引負担額 ３,４２９,４２２

５） 保育事業に係るコスト効率の追求

① 保育士給与の民間レベルと比較しての割高水準とその是正の必要性

② 児童受け入れの増加（待機児童の解消）

人件費

管理費

減価償却費

支払金利
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施設名 総合福祉会館

１）施設概要

①所在地 高松市観光通二丁目８番２０号

②建築概要 敷地面積 2,521.42㎡

建築面積 895.82㎡

延床面積 6,097.77㎡

構造 鉄筋コンクリート造

規模 地下１階地上６階建

開館 昭和５７年４月

建築事業費 建設費 １３億３,４２７万円

用地費 ５億７,５９５万円

③主要施設配置

６階 大会議室

５階 青年婦人福祉活動センター、会議室

４階 心身障害児通園施設（タンポポ園）

３階 身体障害者通所授産施設（リンリン園）

２階 老人福祉センター（茶寿荘）

１階 身体障害者福祉センター（コスモス園）

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

会館管理費 他施設費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 3,480 3,480 3,480

給料手当 59,514 △39,072 20,442 20,442

福利厚生費 9,421 △5,847 3,574 3,574

退職手当引当金 905 905 905

賃金 2,428 △2,428 0

旅費 36 36 36

需用費 25,154 25,154 25,154

役務費 1,670 1,670 1,670

委託料 21,192 21,192 21,192

使用料賃借料 1,889 1,889 1,889

備品購入費 122 122 122

公課費 3,091 3,091 3,091

負担金補助金 29 29 29

合計 128,931 △47,347 81,584 28,401 53,183 0

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 1,334,270

平成１２年度投資的経費 0

合計額（Ａ） 1,334,270

耐用年数（Ｂ） ２５年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 53,370

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 62,035

平成１２年度支払利息 8,664

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

28,401 53,183 53,370 8,664 143,618

内施設管理に係る費用
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３）事務事業評価との関係

総維持管理コスト（Ａ） １４３,６１８千円

成果指標達成率（Ｂ） ８９．６％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ １４,９３６千円

　　成果指標として用いたもの

目標値 実績値 達成率

会議室利用回数（５，６

階部分）

１,９６０回 １,３５０回 ６８．９％

施設利用（１から４階） １００％ １００％ １００％

平均 ８９．６％

（注）当該施設は事務事業評価の対象外であるが、上記指数は当職にて主管

課へのヒアリングにて判断し算出したものである。

　４）施設老朽化と維持管理

　開設２０年を経過し、市債償還は平成１３年に終了するが、反面、維持

改修費の負担が多くなる。

① 計画的維持改修計画による施設の維持管理の必要性

② 改築のための改築積立基金の検討

③ 駐車場用地の検討

④ 会議室利用の向上のための課題

　　　施設環境の維持

　　　政策的利用向上施策

　　　利用者の利便性の確保

　　　　駐車場等
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施設名 ふれあい福祉センター勝賀

１）施設概要

①整備趣旨   高齢者の健康の保持・増進、各種健康相談、デイサービス、機能回復訓練等

のほか、生きがい活動、地域間交流、世代間交流等を促進する地域拠点として整備された。

②所在地 高松市香西南町４７６番地１

③敷地面積 ７, ６７２．４８㎡

④建物規模 延床面積 ２,５６０．０６㎡

⑤構造 鉄筋コンクリート造　２階建一部平屋建

１階 児童室 図書ｺｰﾅｰ デイルーム 機能回復訓練室

教養娯楽室 各種相談室 事務室 会議研修室

浴室、サウナ、休憩室

２階 大会議室 第１第2会議室 研究室

屋外 ゲートボール場 テニスコート

⑥総事業費 ２２億２,６４２万円

用地費 １０億３,５４１万円

建設費 １１億９,１０１万円

２）施設維持管理コスト （管理運営は（財）高松市福祉事業団に委託されている）

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

管理運営費 人件費 維持管理費 投資的経費 （財）高松市福祉事業団

報酬 での管理運営費

給料手当 25,837 25,837

福利厚生費 3,694 3,694

退職手当引当金 215 215

賃金 1,533 1,533

報償費

旅費

需用費 14,368 14,368

役務費 602 602

委託料 20,365 20,365

使用料賃借料 820 820

工事請負費

備品購入費

公課費 1,660 1,660

負担金補助金 2 2

合計 69,096 31,279 37,817 0

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 1,191,013

平成１２年度投資的経費

合計額（Ａ） 1,191,013

耐用年数（Ｂ） ２５年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 47,640

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 780,993

平成１２年度支払利息 16,553

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

31,279 37,817 47,640 16,553 133,289
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３）事務事業評価との関係

総維持管理コスト（Ａ） １３３,２８９千円

成果指標達成率（Ｂ） ９６．２％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ ５,０６４千円

　　成果指標として用いたもの

目標値 実績値 達成率

１日当り利用者 ２２０人 ２１１．６人 ９６．２％

（注）当該施設は事務事業評価の対象外であるが、上記指数は当職にて主管

課へのヒアリングにて判断し算出したものである。

４）減価償却負担と金利負担

　平成１１年の開設であり施設としては新しいが、維持管理コストとして

は減価償却負担と金利負担が高い水準といえる。

コスト効率を高める（利用者目標の見直し、維持管理費の見直し）必要が

ある。
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施設名 高松市女性センター

１）施設概要

①所在地 高松市錦町一丁目２０番１１号

②規模 地下１階　地上５階建

敷地面積 ７３７．０６㎡

延床面積 １,８９０．５８㎡

１階２階 女性センター

３、４，５階 錦町会館

③構造 鉄筋コンクリート造

④開館 平成７年８月

⑤総事業費 土地建物 ６億２,４８３万円（香川県市町村職員共済組合より購入）

建物改修 ３億３,４１７万円

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

女性行政費 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 1,113 1,051

給料 14,879

職員手当等 9,635

共済費 6 2,739 6

賃金

報償費 625

旅費 446

需用費 4,759 3,836

役務費 796 336

委託料 25,891 6,007

使用料賃借料 1,436 293

工事請負費

備品購入費 509

公課費

負担金補助金 1,079

雑費

合計 36,660 27,253 11,529 0

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 334,172

平成１２年度投資的経費

合計額（Ａ） 334,172

耐用年数（Ｂ） 中古 ２０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 16,708

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 0

平成１２年度支払利息 0

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

27,253 11,529 16,708 0 55,490

内施設管理に係る費用
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　館長以下３名の人件費を全て含めているため、維持管理費に占める人件費

比率が高くなっている。

３）事務事業評価との関係

総維持管理コスト（Ａ） ５５,４９０千円

成果指標達成率（Ｂ） ８８．９％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ ６,１５９千円

成果指標として用いたもの

目標値 実績値 達成率

年間利用者数 ５５,０００人 ４８,８９０人 ８８．９％

４）施設老朽化対策

　平成７年８月の開設時に改修しているが、建物自体は昭和４２年建築で

あり３５年を経過している。耐震補強は実施しているが、施設改修計画に

より中長期の維持管理対策が必要である。
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施設名 保健所（平成１３年８月６日開設）

１）施設概要

①所在地 高松市桜町一丁目10番２７号

②敷地面積 １,３４１．９８㎡

③延床面積 ３,３９６㎡

④開設年月 平成１３年８月６日開設

⑤構造 鉄骨鉄筋コンクリート造　地下１階、地上５階建

⑥事業費 ２２億８,２１４万円

用地費 　５億９,６０５万円

建設費 １６億８,６０９万円

⑦財源 国庫負担金 　２億５,２７５万円

市債 １３億６,７４０万円

一般財源 　６億６,１９９万円

２）施設維持管理コスト

①平成１３年度維持管理費（予算ベース） （単位：千円）

保健所総務費 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 5,970

給料 116,724 施設管理専任者無し

職員手当等 59,296

共済費 21,979

賃金

報償費 3,788

旅費 2,298

需用費 33,712 8,512

役務費 5,171 3,017

委託料 43,346 10,549

使用料賃借料 3,557

工事請負費

備品購入費 224

負担金補助金 187,325

合計 483,390 0 22,078 0

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１２年度末累計額 1,686,088

平成１３年度投資的経費 0

合計額（Ａ） 1,686,088

耐用年数（Ｂ） ２５年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 67,443

③金利負担 平成１３年度末市債発行残高 1,367,400

平成１３年度支払利息 21,849

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

0 22,078 67,443 21,849 111,370

内施設管理に係る費用
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人件費については、施設運営担当者は特にいないので集計には含めていない。

３） 事務事業評価との関係

　平成１３年度における事務事業評価は、医事監視指導、飼い犬等管理指

導、薬事監視指導、食品衛生啓発、食肉衛生検査所管理運営であり保健所

業務を対象としたものである。保健所という施設の効率運営管理に対する

事務事業評価はなされていない。

　保健所として平成１３年８月に業務開始しているので、今後は施設の効

率運営管理に対する事務事業評価が必要である。

① 利用者分析

　施設でのサービス提供ではなく、マンパワーの業務が中心であり、

かつ、専門性の高い業務であるので、利用者等のみならず苦情のなさ、

問題発生の無さ等考慮する必要がある。

② 評価指標の吟味　　　同上

③ 維持コストの効率性

　他市との比較（中核市、類似規模他都市）が必要である。

４） 保健所建築工事について

　平成１１年度における新保健所建築工事契約状況は以下のとおりであ

り、十分な競争状態とはいえない。

入札書比較価格（Ａ）

（千円）

落札金額（Ｂ）

（千円）

比率（Ｂ／Ａ）

（％）

他社の状況

建築工事 １,０２３,７５０ １,０１６,０００ ９９．２ 他社は全て入札書比較
価格を超えていた。

電気設備工事 １７４,４４０ １７０,０００ ９７．５ 他１７社１７５百万円
～２１０百万円

空調設備工事 １６３,６６０ １６０,０００ ９７．８ 他１７社１６５百万円
～１７３百万円

給排水設備工事 １２７,４００ １２７,０００ ９９．７ 他１５社１３５百万円

～１４５百万円

人件費

管理費

減価償却費

支払金利
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施設名 保健センター、夜間急病診療所

１）施設概要

①所在地 高松市桜町一丁目９番１２号

②敷地面積 ２, ８１３．９６㎡

③規模 地上６階 地下１階

建築面積 １,０７５．２１㎡

延床面積 保健センター ４,０７２．８２㎡

夜間急病診療所 　３５１．７５㎡

計 ４,４２４．５５㎡

④駐車場 立体駐車場 ６０台

平面駐車場 １３台

身体障害者用駐車場 　２台

⑤構造 鉄骨鉄筋コンクリート造

⑥総事業費 用地費 １４億７,８００万円

建築費 ２３億１,５００万円 保健センター   ２１億３,２００万円

夜間急病診療所 　  １億８,３００万円

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

保健所総務費 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 3,999

給料 102,655 6,844 平均人件費の１人分

職員手当等 54,318

共済費 19,347

賃金

報償費 631

旅費 2,941

需用費 18,974 12,948

役務費 5,494

委託料 41,799 30,877

使用料賃借料 1,880 762

工事請負費

備品購入費 295

公課費

負担金補助金 228,599

合計 480,932 6,844 44,587 0

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 2,315,000

平成１２年度投資的経費 0

合計額（Ａ） 2,315,000

耐用年数（Ｂ） ２５年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 92,600

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 1,704,593

平成１２年度支払利息 77,568

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

6,844 44,587 92,600 77,568 221,599
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３） 事務事業評価との関係

平成１３年度は個別事業から７事業について事務事業評価を実施して

いるが、施設全体の評価は対象とされていない。

平成１２年度では、夜間急病診療所診療費について受診患者数で評価し

ており、保健センター全体について利用者数、相談件数、検診数等によ

り目標指数を設定し、実績との対比により各種事業の評価とともに施設

の全体的な評価が可能と考えられる。

４） 平成１３年度における委託契約について

　　隣接する保健所（平成１３年８月開設）と統合して委託契約の締結を行

い、コスト低減を行っている。

① 清掃業務

② 立体駐車場管理

③ エレベーター設備保守点検
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施設名 高松テルサ

１）施設概要 ①所在地 高松市屋島西町２３６６番地１

②事業内容 職業に関する相談情報提供、教養文化研修スポーツの活動場所の提供

１）貸館事業、２）自主企画事業、３）管理運営事業

③主要施設 本体建物 鉄筋コンクリート造　地下１階地上４階（延床面積１０,９９３．８３㎡）

１階 ホール（５１１席）、リハーサル室、トレーニング室、フロント、ロビー

展示ホール、レストラン、事務室

２階 文化教室、和室、ＯＡ教室、香川雇用促進センター

３階 会議室、研修室、視聴覚室、図書資料室

４階 宿泊施設

地下１階 中央監視室、休憩室、機械室、電気室、倉庫

駐車場 鉄骨造　２階建　自走式　２３０台収容 （単位：千円）

④事業費 雇用促進事業団香川県 高松市 合計 内高松市所有分

建物 2,984,834 700,000 1,313,681 4,998,515 2,013,681

備品 85,300 158,558 243,858 243,858

合計 2,984,834 785,300 1,472,239 5,242,373 2,257,539

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

事業費 管理費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 3,720 3,720 3,720

給料 42,498 21,257 63,755 63,755

職員手当等 20,781 10,295 31,076 31,076

退職給与金 2,285 2,285 2,285

共済費 7,940 4,617 12,557 12,557

賃金 2,109 5,605 7,714 7,714

報償費 7,660 397 8,057 8,057

旅費 192 325 517 517

需用費 51,947 12,536 64,483 64,483

役務費 1,735 2,819 4,554 4,554

委託料 3,681 63,557 67,238 67,238

使用料賃借料 9,907 12,893 22,800 22,800

工事請負費 0 297,900

公課費 18,643 18,643 18,643

負担金 286 190 476 476

合計 148,736 159,139 307,875 121,107 186,768 297,900

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 2,257,539

平成１２年度投資（駐車場） 297,900

合計額（Ａ） 2,555,439

耐用年数（Ｂ） ４０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 63,886

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 0

平成１２年度支払利息 0

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

121,107 186,768 63,886 0 371,761

内施設管理に係る費用
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事務事業評価との関係

総維持管理コスト（Ａ） ３７１,７６１千円

成果指標達成率（Ｂ） １１３．９％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ △５１,６７４千円

　　　成果指標として用いたもの
目標値 実績値 達成率

稼働率 １００％ １１３．９％ １１３．９％

　　　　　　　成果指標について、稼働率の維持として対前年比と同一水準を目標値と

しているが、目標設定が低いと思われる。利用者を増やし当初の政策的施

設活用を促進するため、目標はより高く設定すべきである。

３） 事業性と公共性

　ⅰ）事業性について

　　①採算ラインの明確化

　　　使用料収入で賄うべきコストの範囲を設定する必要がある。

例示
事業管理費用 人件費のみ 事業費のみ

事業収入 １２１,６８３ 事業収入 １２１,６８３ 事業収入 １２１,６８３

受託事業収入 ３,８９３ 受託事業収入 ３,８９３ 受託事業収入 ３,８９３

事業収入計 １２５,５７６ 事業収入計 １２５,５７６ 事業収入計 １２５,５７６

費用 ３７１,７６１ 費用 １２１,１０８ 費用 １４８,７３６

利益（△損失） △２４６,１８５ 利益（△損失） ４,４６８ 利益（△損失） △２３,１６０

　ⅱ）公共性｛コスト効率性の追求（補助金依存体質の自覚）｝

　　①施設環境整備として計画的維持管理の必要性…平成１６年まであり。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…長期的計画が必要。

　　②徹底したコストダウン

　　　　勤務評価の昇給、昇格、勤勉手当への反映

　　　　物件費の見直し（平成１３年度、１４年度実施中）

４） 施設老朽化対策

　建築後７年経過し修繕費は増加傾向にあるが、施設としては比較的新

しい。稼働率が良い状態であるので、現在から、将来の改修、改築に備

えての積立（改築基金積立等）が望ましい。

５） 駐車場工事契約（平成１１年度契約）
入札書比較価格（千円） 落札価格（千円） 比率（％） 他社の状況

２２２,４６０ ２２０,０００ ９８．９ ２２５百万円から２４７百万円
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施設名 食肉センター

１）施設概要

①所在地 高松市郷東町５８７番地１９７

②敷地面積 ８, ９８５．７３㎡

③延床面積 ４,３４４．８６㎡

④構造 鉄筋コンクリート造　一部２階建　本館棟ほか３棟

⑤建設年次 平成１１年３月竣工 平成１１年１０月開所

⑥総事業費 建設事業費 ２８億９,７３１万円

用地費 ４億１,０８６万円

⑦施設能力 ア）けい留所 大動物　５０頭

イ）と畜解体 大動物　５０頭、小動物若干

ウ）冷蔵保管 大動物　１５０頭

エ）汚水処理 ２５０立米／１日最大

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

業務費 施設整備費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 0

給料 0

職員手当等 0

共済費 0

賃金 0

報償費 0

旅費 3 19 22

需用費 4 110 114

役務費 96 1,122 1,218

委託料 239,630 12,657 252,287 59,393 166,259

使用料賃借料 1,750 1,750

工事請負費 126,567 126,567 周辺

備品購入費 0 環境

公有財産購入費 164,982 164,982 整備

負担金補助金 51,000 18,000 69,000 関係

補償補填賠償金 10,520 10,520

雑入（光熱費戻） △10,253 △10,253 △10,253

合計 280,480 335,727 616,207 59,393 156,006 0

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 2,897,318

平成１２年度投資的経費

合計額（Ａ） 2,897,318

耐用年数（Ｂ） ２５年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 115,892

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 2,723,300

平成１２年度支払利息 55,474

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

59,393 156,006 115,892 55,474 386,765

内施設管理に係る費用
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３）事務事業評価との関係

　　平成１３年度は事務事業評価の対象とはなっていない。

　また、建設前の事前評価について、当時事前評価制度が整備されていな

いこともあり実施されていない。

　　　　　４）事業としての採算性について　　　　　　　　　（単位：千円）

食肉センター使用料収入 ４５,００９

食肉センター管理運営費（償却費、金利含む） ３８６,７６５

単純収支（△赤字） △３４１,７５６

　さらに、高松食肉事業協同組合に対して食肉センターと畜解体事業へ

の補助金として、５１百万円を補助金として支出しているため、負担額

は増大している。

５） 事業としての公共性について

　消費者に対して安全な食品の提供（Ｏ－１５７対策、口蹄疫、狂牛病

対策等）と香川県畜産業の保全という政策的課題の達成に対する妥当な

行政コストの範囲の明確化が必要である。

　事業としての採算性は使用料の増加とコストダウンではカバー出来

ないほどの構造的な赤字であり、将来に向けて根本的な対策が必要であ

る。

① 事務事業評価による施設の有効性の評価の実施

② 赤字幅の許容額の設定（政策実現のための必要コストとして）

③ 委託費と補助金の見直し

④ 食肉センターの位置付けの明確化
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施設名 中央卸売市場

１）施設概要

①所在地 高松市瀬戸内町３０番５号

②沿革 昭和４２年２月農林大臣の開設許可、３月青果部、鳥卵部、水産物部業務開始

昭和６０年花き部業務開始

③敷地面積 ７９,５２６㎡

④施設整備事業費 用地購入費 ２０億８,８４０万円

建設工事費 ５７億６２２万円

⑤施設概要

施設 工事費（千円）延床面積（㎡） 構造 完成年月

青果棟 1,687,700 14,860 鉄骨鉄筋コンクリート造 昭和５２年１２月

346,571 1,597 鉄骨造 平成６年９月

加工水産物、関連商品売場 941,893 6,860 鉄骨鉄筋コンクリート造等 昭和５４年３月

バナナ発酵室、機械室棟

管理棟、水産物棟 1,906,000 14,186 鉄骨鉄筋コンクリート造等 昭和５５年５月

花き棟 393,703 2,262 鉄骨鉄筋コンクリート造 昭和６０年２月

277,962 1,471 鉄骨造 平成９年、１０年

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

総務管理費 施設管理費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 2,772 2,772 2,772

給料 82,418 82,418 82,418

職員手当等 47,244 47,244 47,244

共済費 15,443 15,443 15,443

旅費 605 605 605

需用費 1,513 132,070 133,583 133,583

役務費 661 1,063 1,724 1,724

委託料 7,970 79,709 87,679 87,679

使用料賃借料 1,347 200 1,547 1,547

工事請負費 20,034 20,034 20,034

原材料費 8 8 8

公課費 8,187 8,187 8,187

負担金補助金 2,812 30,000 32,812 32,812

雑入光熱水費 △100,474 △100,474 △100,474

合計 170,972 162,610 333,582 147,877 165,671 20,034

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 5,706,221

平成１２年度投資的経費 20,034

合計額（Ａ） 5,726,255

耐用年数（Ｂ） ４０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 143,156

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 1,422,746

平成１２年度支払利息 68,040

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

147,877 165,671 143,156 68,040 524,744

内施設管理に係る費用



87

３） 事務事業評価との関係

　平成１３年度における事務事業評価は２事業について実施している

が、施設全体については実施していない。

４） 事業体としての採算性について

　①平成１２年度損益　　　　　　　　　　（単位：千円）

使用料収入 ３２２,４３２

人件費 １４７,８７７

管理費（業者負担光熱水費控除後） １６５,６７１

人件費管理費計 ３１３,５４８

　差引 ８,８８４

減価償却費 １４３,１５６

支払利息 ６８,０４０

損益（△損失） △２０２,３１２

　使用料収入にて概ね人件費と管理費は賄えているが（差引８８８４千円の

利益）、減価償却費と支払利息は負担しきれていない状況である。

　②一般会計繰入金の性格分析

　平成１２年度の一般会計繰入金は１９８,０３７千円であり、概ね上記の

損失額を負担している。言い換えれば、施設そのものの資本費は高松市が負

担し、維持運営管理費は使用料で賄っているということである。

　③採算ラインの明確化

人件費と管理費（業者負担光熱水費控除後）については使用料で賄うのが

望ましい。収入減少傾向にあるため一層のコスト削減が今後とも必要であ

る。

５） 設備維持改修計画の必要性

　約２５年経過した施設であるので中長期的な視点で改修改築計画により、

施設環境を整備しながら、維持活用する必要がある。
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施設名 競輪場

１）施設概要 昭和２５年６月、全国４５番目の競輪場として設置許可

昭和５７年４月, 中央スタンド完成

平成１１年１２月、選手宿舎竣工

①所在地 高松市福岡町一丁目４番４６号

②敷地面積 ８６,３４２．３１ ㎡

③競争路 １周４００ﾒー ﾄﾙ

④収容人員 １４,２２６人

⑤選手宿舎 高松市福岡町一丁目４番４６号

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造　５階建 延床面積 ３,０５６．８３  ㎡

⑥建築工事費（昭和５７年以降）６９億１,６９９万円 収容人員 １２０名

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度施設管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

総務費 業務費 施設費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 8,932 3,696 12,628 12,628

給料 79,312 79,312 79,312

職員手当等 66,049 66,049 66,049

共済費 15,835 5,696 21,531 21,531

賃金 567,028 567,028

報償費 1,091,752 1,091,752

旅費 3,216 3,216

交際費 839 839

需用費 693 132,476 25,300 158,469 96,445

役務費 271,676 501 272,177 501

委託料 317,083 27,838 344,921 27,838

使用料賃借料 213 578,250 578,463

工事請負費 62,905 62,905 62,905

公課費 24,366 24,366

負担金補助金 6,432 1,333,225 1,339,657

繰出金 1,000,000 1,000,000

補償補填賠償金 273 273

償還金等 12,459,710 12,459,710

合計 1,205,887 16,760,865 116,544 18,083,296 179,520 124,784 62,905

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 6,916,990

平成１２年度投資的経費 62,905

合計額（Ａ） 6,979,895

耐用年数（Ｂ） ４０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 174,497

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 450,000

平成１２年度支払利息 7,287

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

179,520 124,784 174,497 7,287 486,088
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３） 事務事業評価との関係

　平成１３年度の事務事業評価は投票所内業務、ファン送迎、ファンクラブ

運営補助であり、競輪場全体の施設管理に係る評価は実施されていない。

４） 競輪事業の採算性について

　競輪入場者は年々減少傾向にあり、結果として、売上高の減少となってき

ている。地方公営ギャンブル主催団体の内、赤字団体が増加してきており、

収入とコストの関係では繰出金が急減する可能性もある。

① 損益分岐点分析による事業収入分岐点

　コストを変動費と固定費に分解し損益が分岐する採算点を分析する手

法にて競輪事業を分析する。

　下記表では負担金補助金（日本自転車振興会交付金等）、償還金（払戻

金）及び使用料のうち場外競輪場借上料を変動費としその他は全て固定

費と仮定した。なお、繰出金は実質利益でありここではコストに含めて

いない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平成１２年度実績 損益分岐点事業収入

事業収入 １７,６５１,０１２ １５,３６４,５６４

負担金補助金 １,３３９,６５７

償還金 １２,４５９,７１０

使用料のうち場外競輪場借上料 ３８６,６９５

変動費

変動費計 １４,１８６,０６２ １２,３４８,４５１

限界利益 ３,４６４,９５０ ３,０１６,１１３

固定費合計 ３,０１６,１１３ ３,０１６,１１３

利益 ４４８,８３７ ０

なお、固定費には減価償却費及び金利を含めてある。

上記分析では、事業収入が１５４億円を下回る場合は競輪事業としては

利益が出なくなるおそれがあることを示すものである。
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施設名 公園

１）施設概要（主な公園）

面積 事業期間 事業費

①峰山公園 １４．６ﾍｸﾀー ﾙ 昭和５４から １５億５０００万円 用地費 ８億６１００万円

昭和６３年度 建設費 ６億８９００万円

②中央公園 ３．５２ﾍｸﾀー ﾙ 昭和５７から ６億３１００万円

昭和６０年度

③仏生山公園 １２ﾍｸﾀー ﾙ 昭和６２から ４４億７０００万円

平成１４年度

④玉藻公園 ７９,５８７平米 昭和３０年 １億円

５月開園

⑤東部運動 ４７．２ﾍｸﾀー ﾙ 平成６年から ８１億７６６１万円（平成１２年度累計）

　　　公園 市の取得価額　６４億２１０４万円

公社取得価額　１７億５５５７万円

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

目名 目名 内

節 観光費 公園費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

玉藻公園管理費 64,102 64,102 64,102

玉藻公園整備費 9,558 9,558 9,558

玉藻公園人権費 39,390 39,390 39,390

公園維持係 34,332 34,332 34,332

公園樹管理費 31,707 31,707 31,707

公園緑化事業費 5,000 5,000 5,000

花いっぱい推進費 20,357 20,357 20,357

仏生山公園施設管理費 93,433 93,433 93,433

公園管理費 122,361 122,361 122,361

公園整備費 41,058 41,058 41,058

工事請負費 618,548 618,548 618,548

公有財産購入費 2,161,824 2,161,824 2,161,824

合計 113,050 3,128,620 3,241,670 73,722 387,576 2,780,372

②用地費 平成１１年度末累計額 21,099,331
平成１２年度取得額 2,161,824

合計額 23,261,155

③減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 11,871,731
平成１２年度投資的経費 618,548

合計額（Ａ） 12,490,279

耐用年数（Ｂ） ４０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 312,256

④金利負担 平成１２年度末市債発行残高 11,553,203

平成１２年度支払利息 354,796

⑤施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

73,722 387,576 312,256 354,796 1,128,350
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３）事務事業評価との関係

総維持管理コスト（Ａ） １,１２８,３５０千円

成果指標達成率（Ｂ） ８６．１％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ １５６,８４０千円

　平成１３年度における事務事業評価として以下の事業評価が実施された。

公園施設全体を評価する指標はないため個々の評価の単純平均を成果指標

達成率と仮定した。

対象事業名称 成果指標 目標値（Ａ） 実績値（Ｂ） 達成率（Ｂ／Ａ）

花と緑の協会補助金 地区花壇設置数 ５５ヶ所 ５０ヶ所 ９０．９％

公園・街路樹管理 高木本数 １７,９１３本 １６,７６３本 ９３．６％

公園管理 公園愛護会数 １１５団体 １０５団体 ９１．３％

フラワーフェスティバル 緑化相談および体験教室参加者数 １５５０人 ９３０人 ６０．０％

仏生山公園施設管理 体育館利用者 ３６,３６７人 ３４,４０６人 ９４．６％

単純平均 ８６．１％

４）公園整備事業の事前評価の必要性

　特に、東部運動公園のような大規模公園整備については、事業に対する事

前評価によりその有効性及び維持管理コストの効率性をより厳格に実施し

ておくべきである。

５） 公園維持管理費に対する効率性評価

年度 公園緑地面積（ｈａ） 公園費（千円） １ｈａ当り公園管理

費（千円）

平成８年度 ６８．３０ ５４６,４５０ ８,００１

平成９年度 ６９．８１ ４９８,１８１ ７,１３６

平成１０年度 ７４．４６ ４３３,５３０ ５,８２２

平成１１年度 ７７．２０ ４４５,１１０ ５,７６６

平成１２年度 ７９．６２ ４６１,４３６ ５,７９５

平成１３年度 ８０．５０ ３９８,１２３ ４,９４６

公園維持管理費の効率性について目標設定が可能と考えられる。
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施設名 市営住宅

１）施設概要

①目的 高松市の住宅の状況に付いては、量的にはある程度充足されているが、

低額所得者や高齢者向けの住宅等の需要は依然として高いため、市民

ニーズに対応した的確、効果的な供給と管理を行う。

②年度別市営住宅建設状況 （単位：戸）

公営住宅 改良住宅等 合計

昭和２０年代 208 208

昭和３０年代 615 4 619

昭和４０年代 1,472 128 1,600

昭和５０年代 754 444 1,198

昭和６０年～平成６年 416 416

平成７年以降 153 153

合計 3,618 576 4,194

③入居率 84.0% （立替、取壊し目的のため政策的に入居させていない２４２戸を含む。）

④住宅使用料収納率 現年度 98.05% 過年度 9.71%
２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

事項名 事項名 内

節 住宅管理費 住宅建設費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 4,027 4,027 4,027

給料 111,640 8,224 119,864 119,864

職員手当 62,309 5,151 67,460 67,460

共済費 20,877 1,537 22,414 22,414

賃金 377 3,626 4,003 4,003

報償費 6,635 6,635

旅費 140 65 205

需要費 97,392 3,369 100,761 91,373

役務費 4,681 4 4,685

委託料 80,813 80,813 80,813

使用料賃借料 142 4,230 4,372

工事請負費 750,000 117,997 867,997 867,997

備品購入費 1,437 1,437

原材料費 261 261

負担金補助金 5,453 1,848 7,301

補償補填賠償費 14,387 3,179 17,566

合計 1,159,134 150,667 1,309,801 217,768 172,186 867,997

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 31,738,181
平成１２年度投資的経費 867,997

合計額（Ａ） 32,606,178

耐用年数（Ｂ） ４０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 815,154

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 3,665,927

平成１２年度支払利息 199,894

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

217,768 172,186 815,154 199,894 1,405,002
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３）事務事業評価との関係

総維持管理コスト（Ａ） １,４０５ ,００２千円

成果指標達成率（Ｂ） ９３．３％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ ９４,１３５千円

　　成果指標として用いたもの

目標値 実績値 達成率

入居率 ９０％ ８４％ ９３．３％

４）住宅事業の採算性について　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

使用料収入（実績）の場

合

使用料収入（想定家賃）

使用料収入（実績） ６２０,２８５

使用料収入（想定家賃） １,１２８ ,１１０

総コスト １,４０５ ,００２ １,４０５ ,００２

差引負担額（△赤字） △７８４,７１７ △２７６,８９２

　市営住宅事業は低額所得者、高齢者対策として政策的に使用料が低く設定

されているので、事業採算を分析するにあたっては近傍同種の家賃水準で収

入を得た場合を想定した想定家賃を用いた。実際家賃と想定家賃の差額は政

策的住宅供給コストといえる。

　２７６,８９２千円は事業として改善しなければならない不採算損失であ

る。入居率の向上、一層のコストダウンが必要である。

５）施設老朽化への対応

　昭和２０年３０年代の住宅については建替え、取壊しが必要な時期である。

６）維持改修費対策

　住宅の老朽化とともに構造的高コスト体質となっている。建替え期を迎え

た住宅（昭和２０年３０年代の住宅）及び改修維持期の住宅（昭和４０年代

の住宅）が多いため維持改修費の計画的コスト削減が急務である。

７）工事請負契約の状況（平成１２年度）

　落札価格は入札書比較価格の９９％から９６％の場合が大半であり十分

な競争原理が働いていたとはい言い難い。
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施設名 瓦町駅地下駐車場

１）施設概要

①目的 　中心市街地の駐車難の解消と交通の緩和を図ることを目的に、高松市が

瓦町駅前広場地下に建設する駐車場と整合性を図り、平成９年４月に

駐車台数２５５台の駐車場として整備したものである。

②所在地 高松市常磐町一丁目３番地１

③駐車台数 　　２５５台 （高松市立瓦町駅地下駐車場１８４台）

④事業主体 瓦町駅地下駐車場株式会社

資本金 ４億円 高松琴平電気鉄道㈱ 65%

高松市 35%

⑤事業費 ２７億８,０００万円

⑥営業の概況 （単位：千円）

　（営業開始後） 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度

営業利益 6,629 8,270 8,273 17,159

当期利益 △23,751 △22,532 △18,420 △35,636

総資産 2,785,002 2,675,259 2,557,806 2,444,546

借入金 2,404,400 2,319,300 2,218,780 2,139,500

⑦高松市の支援 コトデンそごうの閉店後の資金難に対して短期貸付金２億円の枠を決定。

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

駐車場営業費 人件費 維持管理費 投資的経費

給料 7,434 7,434

手当 1,837 1,837

賞与 1,990 1,990

法定福利費 1,384 1,384

その他人件費 553 553

備消品費 1,639 1,639

水道光熱費 8,266 8,266

賃借料 12,670 12,670

保険料 1,386 1,386

業務委託料 38,843 38,843

修繕費 975 975

減価償却費 93,914

固定資産税 15,574 15,574

その他経費 367 367

合計 186,832 13,198 79,720 0

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１２年度末累計額 2,788,639

平成１２年度投資的経費 0

合計額（Ａ） 2,788,639

耐用年数（Ｂ） ４５～８年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 93,914

③金利負担 平成１２年度末借入金残高 2,139,500

平成１２年度支払利息 29,306

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

13,198 79,720 93,914 29,306 216,138
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３）瓦町駅地下駐車場㈱の損益状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

駐車場収入 当期損益（△損失）

平成９年度 １７５,２８６ △２３,７５１

平成１０年度 １８０,０６６ △２２,５３２

平成１１年度 １７９,９２６ △１８,４２０

平成１２年度 １７８,１８３ △３５,６３６

　駐車場の本格稼動以降も業績は芳しくなく、当初の計画の甘さが現れている。特に、土

日祭日型営業であり平日の利用度の低さの反映が不充分であり、５年毎の料金改定（値上

げ）による収入増を見込み借入金返済を設定している。

４）高松市による一時貸付

　コトデンそごうの閉店による駐車場収入急減の結果、借入金返済資金不足に対処するた

め一時借入が実施された。　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平成１３年７月 １００,０００

平成１３年１０月 ４０,０００

平成１４年１月 ４０,０００

合計 １８０,０００

　　　　　　　平成１４年３月末までに全額返済される予定である。

５）今後の資金計画について

天満屋が開店し駐車場利用は回復したが、借入金返済を考慮した資金収支予想は極めて

悲観的である。以下の点について早急に結論を出すべきである。

① 経営主体の明確化

② 金融機関への返済条件の見直し要請

③ 一時貸付金１億８千万円の回収

④ 今後の資金不足対策

⑤ 第三セクター自体の処理
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施設名 駐車場

１）施設概要

①公営駐車場整備状況 （正式名称は全て「高松市立」が付くが、ここでは省略した）

名称 所在地 事業費（千円） 供用年月 駐車台数 構造 管理委託先

中央駐車場 番町一丁目 204,000 昭和４３年９月 106 ＲＣ地下１階 （財）高松市駐車場公社

１１－２２ 1,040,000 昭和５８年４月 215 ＲＣ地下１階 （財）高松市駐車場公社

市役所立体

駐車場

番町一丁目

８－１５ 212,260 平成９年１月 68 鉄骨造機械式 （財）高松市駐車場公社

南部駐車場
観光通一丁目

１－１５ 870,000 昭和６２年１月 415 ＳＲＣ造５階 （財）高松市駐車場公社

美術館地下
駐車場

紺屋町１０－４
620,500 昭和６３年４月 144 ＲＣ地下２階 （財）高松市駐車場公社

城東町一丁目 67,130 昭和６３年４月 113 平面 （財）高松市駐車場公社
杣場川駐車場

５－１２ （バス）　　　38

瓦町駅地下

駐車場

常磐町一丁目

３－３ 2,343,000 平成９年４月 184 ＲＣ地下２階 瓦町駅地下駐車場㈱

高松駅前広場地
下駐車場

浜ノ町１－１７
5,627,000 平成１３年５月 395 ＲＣ地下２階 （財）サンポート財団

合計 10,983,890 1,678

（注）事業費には用地取得費は含めていない。

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

駐車場費 駐車場建設費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 0

給料 3,500 3,500 3,500

職員手当 0

共済費 0

賃金 0

報償費 0

旅費 136 73 209

需用費 9,716 216 9,932 9,716

役務費 249 1,468 1,717

委託料 232,519 2,813,857 3,046,376 232,518 2,813,857

使用料賃借料 1,223 1,223

工事請負費 11,025 11,025 11,025

負担金補助金 135 135

公有財産購入費 25,978 25,978 25,978

合計 242,755 2,857,340 3,100,095 3,500 242,234 2,850,860

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 5,356,890

平成１２年度投資的経費 2,850,860

合計額（Ａ） 8,207,750

耐用年数（Ｂ） ３１年～３８年

減価償却費（Ａ／Ｂ） （平成１２年度は高松駅前広場地下を除く） 142,228

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 4,900,358

平成１２年度支払利息 （平成１２年度は高松駅前広場地下を除く） 52,690

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

3,500 242,234 142,228 52,690 440,652
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３）駐車場事業の採算性

　　駐車場利用料収入の減少傾向と駐車場建設に伴うコスト増加により採算は悪化して

いる。収入とコストの関係を示すと以下のとおりである。　　　　　　　（単位：千円）

年度 平成１０年度

実績

平成１１年度

実績

平成１２年度

実績

平 成 １ ３ 年 度

見込み

平成１４年度

見込み

使用料収入 ６６８,８８５ ６１５,９００ ５６６,６３１ ６１２,４００ ６３８,４００

管理費 ２５０,４４６ ２５２,９９５ ２４２,２３４ ３１４,１７６ ３１４,３８１

減価償却費 １４２,２２８ １４２,２２８ １４２,２２８ ２９０,３０６ ２９０,３０６

支払利息 ７６,２２３ ７６,５４５ ５２,６９０ １０９,２８７ １０２,７２３

損益（△損失） １９９,９８８ １４４,１３２ １２９,４７９ △１０１,３６９ △６９,０１０

平成１３年度……瓦町駅地下駐車場が約半年間稼働率悪化

さらに、使用料が１７０円から１３０円へ引下げられ今後とも採算は厳

しい状況である。

高松駅前広場地下駐車場の供用開始（平成１３年５月）。当該駐車場の採

算は極めて厳しい。

　　特に、高松駅前広場地下駐車場の損益見通しは厳しく、以下のように見込まれている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

年度 平成１３年度見込み 平成１４年度見込み

使用料収入 １４５,０００ １４５,０００

管理費 ７８,１８１ ７８,１８１

減価償却費 １４８,０７８ １４８,０７８

支払利息 ６６,９０５ ７０,２８８

損益（△損失） △１４８,１６４ △１５１,５４７

　　高松駅前広場地下駐車場は、現状では明らかに過剰投資であり、駐車場事業全体の損

益をマイナスに転落させている。

４）事務事業評価との関係

　市が直接実施している事業でないため事務事業評価の対象とはしていないが、コスト

効率の判定のため受託団体側も含めて自主的に実施すべきである。

　さらに、駐車場建設投資に際しては、必ず、事前評価をし採算性、資金繰りの健全性

を吟味しなければならない。
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施設名 下水道

１）施設概要

①沿革 昭和８年２月　　高松排水区について、下水道事業に着手

昭和４０年４月　福岡下水処理場の運転開始

昭和５７年１１月東部下水処理場日量５万ｍ３処理施設の運転開始

平成５年９月　　香東川流域下水道の事業認可、西部処理区の下水道事業に着手

②下水終末処理場 ⅰ）福岡下水処理場

高松市福岡町三丁目３４－５０

建設改修費 　３５億４,４９７万円

ⅱ）東部下水処理場

高松市屋島西町２３６６－６

建設改修費 　２２６億１,１５０万円

ⅲ）高松西部浄化センター

（香川県が事業主体で、高松市と４町に係る流域下水道事業）

高松市負担金累計（平成１２年度まで）　８９億４,８６３万円

③ポンプ場、管きょ建設費 １,０９０億５,３８８万円

④市債残高 ６７３億５,０３０万円

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

総務管理費 施設管理費 施設整備費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 1,848 1,848 1,848

給料 340,543 101,560 442,103 442,103

職員手当等 221,191 63,082 284,273 284,273

共済費 63,666 18,782 82,448 82,448

賃金 1,054 1,054 1,054

報償費 5,751 4,421 10,172 10,172

旅費 1,490 1,907 3,397 3,397

需用費 921 518,873 6,487 526,281 526,281

役務費 128,376 10,476 669 139,521 139,521

委託料 8,589 401,076 400,832 810,497 810,497

使用料賃借料 2,758 3,814 25,588 32,160 32,160

工事請負費 140,353 6,022,851 6,163,204 6,163,204

原材料費 9,727 25,700 35,427 35,427

公有財産購入費 53,958 53,958 53,958

備品購入費 1,124 121 1,245 1,245

負担金補助金 3,384 50 605,794 609,228 17,828 591,400

補償補填賠償金 64,585 64,585 64,585

合計 772,766 1,091,244 7,397,391 9,261,401 811,726 1,641,113 6,808,562

②減価償却費 平成１２年度末までの投資累計（負担金を除く） 135,210,366

耐用年数（Ｂ） ５０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 2,704,207

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 67,350,306

平成１２年度支払利息 2,669,167

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

811,726 1,641,113 2,704,207 2,669,167 7,826,213

内施設管理に係る費用
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３）事務事業評価との関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

総維持管理コスト（Ａ） ７,８２６,２１３

成果指標達成率（Ｂ） ７１．６％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ ２,２２２,６４４

成果指標として用いたもの

対象事業名称 成果指標 目標値 実績値 達成率

下水道管布設 普及率 ６３．５％ ４８．８％ ７６．９％

東部下水処理場管理 年間処理水量 ２７,３７５千� １９,２８７千� ７０．５％

福岡下水処理場管理 年間処理水量 １４,６００千� ９,８２５千� ６７．３％

単純平均 ７１．６％

４）下水道事業の採算性

下水道事業にとって中長期的に改善しなければならない指標は以下の指標である。

①　普及率　　現在の人口普及率は４８．８％であり、全国平均の６２％より低い。

②　水洗化率　人口別水洗化率８８．３％、戸数別水洗化率９０．６％であり、使用料

収入に結びつくため比率向上が必要である。

③　有収率　　７４．３％と平均より低い。

④　収益的収支の状況（準公営企業会計による）　　　　　　　　　　　（単位：千円）

総収入 ４,６０５,２３１

うち料金収入 （２,０７３,７４１）

うち他会計繰入金 （２,４６４,９１０）

収益

うち国（県）補助金 （６１,８９２）

総費用 ４,３８３,２４２

うち職員給与費 （６２５,１３４）

費用

うち支払利息 （２,６６９,１６７）

純損益 ２２１,９８９

　　　他会計繰入金２,４６４,９１０千円は実質的に収入不足の補填である。

５）資産台帳の整備

　過年度の建設投資にかかわる固定資産の台帳の整備が必要である。

６）建設工事契約の検証

平成１１年度及び１２年度の契約についてテストベースにて検証した。落札価格は入

札書比較価格の９９．９％から９５％程度が大半であり、健全な競争状態とは言い難い。
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施設名 消防庁舎

１）施設概要

①主たる消防業務 １．火災予防業務 ２．防災業務 ３．救急・救助業務 ４．情報指令業務

②主たる消防庁舎の現況

１．消防局庁舎 宮脇町一丁目２番３４号

鉄筋コンクリート造　地下１階地上４階（昭和４９年６月建築）

２．北署 消防局庁舎の１、２階を使用

朝日分署 鉄筋コンクリート造２階建（昭和５６年３月建築）

３．南署 鉄筋コンクリート造２階建（昭和４４年２月建築）

仏生山出張所 円座出張所 太田出張所

４．東署 鉄筋コンクリート造３階建（昭和５４年３月建築）

川添出張所 山田出張所

５．西署 鉄筋コンクリート造２階建（昭和５６年３月建築）

綾歌東部分署 国分寺出張所

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

常備消防費 非常備消防費 消防施設費 水防費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 11,550 67,520 1,218 80,288

給料 1,859,276 1,859,276

職員手当等 1,340,145 1,340,145

共済費 344,463 344,463

災害補償費 3,855 3,855

報償費 998 20,185 21,183

旅費 5,895 3,868 304 414 10,481

交際費 121 121

需用費 120,910 15,333 1,578 137,821 52,336

役務費 23,228 2,120 132 19 25,499

委託料 70,819 2,900 10,574 425 84,718 32,232

使用料賃借料 30,672 919 5,142 158 36,891

工事請負費 16,134 4,998 153,301 11,443 185,876 185,876

原材料費 781 781

備品購入費 8,238 661 71,817 105 80,821

負担金補助金 31,548 30,266 29,562 91,376

補償補填賠償金 88 88

公課費 36 36

合計 3,864,902 152,625 270,832 15,360 4,303,719 0 84,568 185,876

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 2,599,314

平成１２年度投資的経費 185,876

合計額（Ａ） 2,785,190

耐用年数（Ｂ） ５０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 55,703

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 1,589,598

平成１２年度支払利息 44,426

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

0 84,568 55,703 44,426 184,697

内施設管理に係る費用
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３）事務事業評価との関係

　　維持管理関係は平成１３年度の事務事業評価の対象にはなっていない。行政として重

要な機能を果たす消防業務であり、消防費として４３億円を超える支出がなされてお

り、コスト効率性についての分析は必要である。

① 消防機能の強化充実とコスト削減の継続的実施

機能強化充実というテーマとコスト削減というテーマの相反する課題であるが故

に効率性が求められる。

② 他都市とのコスト水準の比較検討

　　　　都市間で条件が異なり単純な比較は出来ない面を有しているが、類似都市、近隣

都市とのコスト比較を十分にすべきである。

４）工事請負契約について

　平成１２年度の工事請負契約についてテストベースにて検証した。結果、落札価格は

入札書比較価格に比して９８．６％から９６％程度が大半であり、健全な競争状態とは

言い難い側面がある。

５）消防局職員の平均勤続年数

　消防局職員の平均勤続年数は比較的高く、ベテラン職員の世代交代期におけるマンパ

ワーの低下が懸念される。計画的な定期的採用と若手への人材育成が今後とも必要であ

る。
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施設名 幼稚園

１）施設概要（平成１３年５月１日現在）

①園数 １８園

②設立年 昭和２５年から平成８年

③園舎面積 １２,０８１㎡

④敷地面積 ４１,６５４㎡

⑤学級数 70

⑥園児数（人） 1,818

⑦園長、職員数 園長１８人 （内嘱託５人）

職員１０１人

⑧私立幼稚園 　　２６園

園児４,６５８人

学級数１９９

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

幼稚園費 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 107,714

給料 311,728 53,719 用務員のみ

職員手当等 156,648 24,223

共済費 99,263 9,624

賃金 1,968 1,968

報償費 236

旅費 2,959

需用費 25,999 17,028

役務費 3,821 3,821

委託料 21,470 21,470

使用料賃借料 2,267 2,267

工事請負費 35,688 35,688

原材料費 565

備品購入費 13,238

負担金補助金 404,544

補償補填賠償金 5

合計 1,188,113 89,534 44,586 35,688

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 2,345,359

平成１２年度投資的経費 35,688

合計額（Ａ） 2,381,047

耐用年数（Ｂ） ５０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 47,620

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 202,363

平成１２年度支払利息 13,439

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

89,534 44,586 47,620 13,439 195,179

内施設管理に係る費用
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３）事務事業評価との関係

　　平成１３年度は施設関係に係る事務事業評価は対象となっていない。

４）教育環境の整備充実とコスト削減

　学校全体の課題であるが、教育環境の整備充実とコスト削減という相反する課題に継

続的に取り組む必要がある。

５）工事請負契約

平成１２年度工事請負契約では落札価格は入札比較書価格に対して９６％前後であ

った。

６）老朽化施設の維持管理

　　計画的に改修工事を実施している。

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

人件費 管理費 減価償却費 支払金利

（単位：千円）

人件費

管理費

減価償却費

支払金利



　　　　　　　　　　　　　　　　　 104

施設名 小学校

１）施設概要(平成１３年５月１日現在）

①学校数 ４１校、１分校

②学級数 普通５８３ 特殊７４

③児童数 普通１８,４０６人　　特殊１８６人

④教職員数 校長、教頭、教諭８８８人、講師６８人、養（助）教４７人、県事務職４４人

栄養士２５人、用務員４６人、調理員１５２人等　　合計１,２７１人

⑤校舎等面積 校舎（非木造）１９０,０４７㎡

屋内運動場（非木造）３６,８９５㎡

給食場（非木造）８,１７９㎡

プール４２ヶ所

⑥敷地面積 ５７９,４７３㎡

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

学校管理費 教育振興費 学校建設費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 104,263 104,263 5,544

給料 851,924 851,924 220,741

職員手当等 413,733 413,733 111,458

共済費 231,389 231,389 59,007

賃金 12,968 12,968 531

報償費 3,189 492 3,681 3,189

旅費 1,342 1,342

需用費 516,813 66,345 583,158 365,338

役務費 32,917 5 761 33,683

委託料 143,157 143,157 124,429

使用料賃借料 25,627 92,615 118,242 16,582

工事請負費 426,256 129,591 555,847 555,847

原材料費 658 658

備品購入費 11,426 80,726 92,152

負担金補助金 15,970 14,741 139 30,850

扶助費 63,665 63,665

0

合計 2,791,632 318,589 130,491 3,240,712 400,470 506,349 555,847

（用務員）

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 33,578,885

平成１２年度投資的経費 555,847

合計額（Ａ） 34,134,732

耐用年数（Ｂ） ５０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 682,694

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 5,196,990

平成１２年度支払利息 317,785

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

400,470 506,349 682,694 317,785 1,907,298

内施設管理に係る費用
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３）事務事業評価との関係

　　平成１３年度は施設関係に係る事務事業評価は対象となっていない。

４）教育環境の整備充実とコスト削減

　学校全体の課題であるが、教育環境の整備充実とコスト削減という相反する課題に継

続的に取り組む必要がある。

５）工事請負契約

　平成１２年度工事請負契約では落札価格は入札比較書価格に対して９８．５％から

９７％前後が多く適正な競争状態とはいえない側面がある。

６）老朽化施設の維持管理

　小学校施設は老朽化のかなり進行している校舎があり、改築時期にきているもの及び

改修費がかかるものと今後とも改築・改修費の負担が高いことが予想される。中長期を

見据えた計画的改修と改修費の徹底したコスト管理が不可欠である。

　さらに、校舎について耐震診断及び耐震補強がなされていないことは安全上問題であ

る。建築年別の校舎面積をまとめると以下のようになる。
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施設名 中学校

１）施設概要（平成１３年５月１日）

①学校数 １８校

②学級数 普通２７４、特殊２８

③生徒数 普通９８１３人、特殊６４人

④教職員数 校長、教頭、教諭５７６人、講師４７人、養（助）教１８人、県事務職２４人

用務員１９人等　　合計６９２人

⑤校舎等面積

校舎（非木造）１０２,８２２㎡

屋内運動場（非木造）１９,９６６㎡

柔剣道場（非木造）５２５０㎡

プール　１７ヶ所

⑥敷地面積 ３３９,９４１㎡

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

学校管理費 教育振興費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 56,861 6,101 62,962

給料 110,736 110,736 110,736

職員手当等 55,913 55,913 55,913

共済費 32,896 32,896 29,954

賃金 587 587 587

報償費 247 247

旅費 216 17 233

需用費 227,427 17,346 244,773 153,434

役務費 14,413 500 14,913

委託料 149,037 149,037 63,745

使用料賃借料 5,181 54,226 59,407 960

工事請負費 274,960 274,960 274,960

原材料費 284 284

備品購入費 3,506 52,403 55,909

負担金補助金 8,802 10,477 19,279

扶助費 60,294 60,294

0

合計 941,066 201,364 1,142,430 197,190 218,139 274,960

（用務員）

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 19,029,015

平成１２年度投資的経費 274,960

合計額（Ａ） 19,303,975

耐用年数（Ｂ） ５０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 386,079

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 3,717,491

平成１２年度支払利息 253,359

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

197,190 218,139 386,079 253,359 1,054,767

内施設管理に係る費用
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３）事務事業評価との関係

　　平成１３年度は施設に係る事務事業評価は対象となっていない。

４）教育環境の整備充実とコスト削減

　学校全体の課題であるが、教育環境の整備充実とコスト削減という相反する課題に継

続的に取り組む必要がある。

５）工事請負契約

　平成１２年度工事請負契約では落札価格は入札比較書価格に対して９９．４％から

９６％前後が多く適正な競争状態とはいえない契約が一部ある。なお、８５．９％ある

いは７９％の契約もある。

６）施設老朽化対策

　　小学校と同様の課題を有している。
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施設名 高等学校

１）施設概要

①所在地 　高松市桜町二丁目５番１０号

②創立年月日　　　　昭和２３年４月５日

③校地面積 　３３,４７０㎡

④建物面積 　２１,５５６㎡

⑤体育館 　鉄骨鉄筋造　２,９５９㎡

⑥第二体育館 　鉄骨鉄筋造　７５３㎡

⑦一高会館 　鉄骨造　３７８㎡

⑧プール 　５０ﾒー ﾄﾙ公認９ｺー ｽ　２７４㎡

⑨ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ室棟 　鉄骨鉄筋造　１,０４８㎡

⑩自転車置場 　鉄筋コンクリート造　７８３㎡

⑪宿泊研修施設 塩江町

事業費 １億７,９０２万円

⑫音楽科教育施設 鉄筋コンクリート造　４階建　２,３２９㎡

事業費 ５億３,９９７万円

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

高等学校費 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 33,738

給料 404,354 8,051 技師２名

職員手当等 217,656 3,864 平均給与

共済費 137,032 1,417

賃金 592

報償費 4,191 4,191

旅費 7,969

需用費 35,352 38,063

役務費 3,466

委託料 10,577 5,622

使用料賃借料 3,627 2,679

工事請負費 76,984 76,984

原材料費 2

備品購入費 2,876

負担金補助金 4,413

合計 942,829 13,332 50,555 76,984

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 2,743,639

平成１２年度投資的経費 76,984

合計額（Ａ） 2,820,623

耐用年数（Ｂ） ５０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 56,412

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 1,079,301

平成１２年度支払利息 36,561

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

13,332 50,555 56,412 36,561 156,860
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３） 事務事業評価との関係

　　平成１３年度は施設に係る事務事業評価は対象となっていない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４） 教育環境の整備充実とコスト削減

相反する課題であるが、今後とも継続的に取り組む必要がある。

５） 施設老朽化

中長期的視点での改修・改築計画が必要である。

また、耐震診断・耐震補強の対策が必要である。

６） 工事請負契約

平成１２年度の工事請負契約における落札価格と入札書比較価格の比率は９９．３％

であった。
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施設名 公民館

１）施設概要

①地区公民館事業の概要

地区公民館は地域住民の学習活動や文化活動等生涯学習の場として、

またコミュニティづくりの場として広く利用されるとともに、公民館講座等の

事業により地域住民の生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与している。

②施設の整備状況

平成６年に「高松市地区公民館施設整備要綱」の策定

（小学校校区に１ヶ所）

地区公民館 ４１ヶ所 昭和４４年４月～平成１１年５月建設

管理公民館 　１ヶ所 昭和２９年８月建設

非常勤嘱託 館長１９人 主事３９人

出張所職員（併任） 館長２２人 職員５０人

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

公民館費 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 154,929 154,929 館長等非常勤嘱託

給料 41,389 23,933 社会教育課公民館係手当共済
費含む

職員手当等 22,546

共済費 24,382

賃金 2,373 1,244

報償費 38,302

旅費 1,819

需用費 81,853 80,713

役務費 4,293 4,293

委託料 49,219 49,219

使用料賃借料 13,320 13,320

工事請負費 115,541 115,541

備品購入費 1,616

負担金補助金 458

合計 552,040 180,106 147,545 115,541

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 4,039,037

平成１２年度投資的経費 115,541

合計額（Ａ） 4,154,578

耐用年数（Ｂ） ５０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 83,091

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 1,510,446

平成１２年度支払利息 59,161

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

180,106 147,545 83,091 59,161 469,903
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３） 事務事業評価との関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

総維持管理コスト（Ａ） ４６９,９０３

成果指標達成率（Ｂ） ９６．１％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ １８,３２６

成果指標として用いたもの

目標値 実績値 達成率

利用者数 ８００,０００人 ７６８,８３０人 ９６．１％

４） 公民館増築改修工事契約

落札価格と入札書比較価格との比率は、建設工事９５．７％、機械設備工事９７．９％、

電気設備工事９６．６％であった。

５）高松市生涯学習センターについて

生涯学習を総合的、効果的に推進していくため、総合的な学習機能を備えた生涯学習

中核施設として設置される予定である。（平成１４年度当初開館予定）

　①　片原町市街化再開発組合より取得

　　　取得額は土地７億９,０３５万円、建物１６億１,４０５万円であり、財源は国よ

り４億３,１００万円、県より２億２,７５０万円、市債１３億７８１万円、一般財

源４億３,８１０万円である。

② 効果及びコスト効率の事前評価について

　実施されてはいない。

「箱もの」投資については減価償却費、支払利息を含めた維持管理コストと施設

活用の効果を事前に十分に検討しておく必要がある。

③ 既存の同機能を有する施設との関連

生涯学習の中核施設としての市民文化センター等との関連などについては明確

とはいえない。
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施設名 図書館、菊池寛記念館、歴史資料館

１）施設概要（本館）

①所在地 高松市昭和町一丁目２番２０号（サンクリスタル高松内）

②会館年月 平成４年１１月

③敷地面積 ３,９２１．３１㎡

④建築面積 ２,４９１．８２㎡

⑤延床面積 １１,３３０㎡

図書館８,７１８㎡、菊池寛記念館６８７㎡、歴史資料館１,９２５㎡

⑥構造 鉄筋コンクリート造　地下２階地上４階建

⑦総事業費 ５２億３,３１７万円

用地費 ６億２,７００万
円

建築費等 ４６億６１７万円

⑧菊池寛記念館 ３階部分

⑨歴史資料館 ４階部分

松島分館は市民文化センター内に有り、施設管理費は市民文化センターが負担している。

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

図書館費 菊池寛記念館費 歴史資料館費 合計 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 48,851 9,240 18,367 76,458 76,458

給料 118,444 21,660 22,828 162,932 162,932

職員手当等 61,101 12,937 13,046 87,084 87,084

共済費 28,430 5,227 6,794 40,451 40,451

賃金 9,053 1,079 10,132 10,132

報償費 324 1,370 1,331 3,025

旅費 630 1,081 1,102 2,813

需用費 73,178 1,654 7,885 82,717 49,643

役務費 3,554 1,022 4,576

委託料 112,621 5,207 17,847 135,675 106,845

使用料賃借料 34,325 499 7,273 42,097

工事請負費 699 699

原材料費 35 35

備品購入費 69,023 6,496 10,392 85,911

負担金補助金 177 14,605 72 14,854

合計 560,445 79,976 109,038 749,459 377,057 156,488 0

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 4,606,172

平成１２年度投資的経費 0

合計額（Ａ） 4,606,172

耐用年数（Ｂ） ５０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 92,123

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 2,925,880

平成１２年度支払利息 170,662

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

377,057 156,488 92,123 170,662 796,330
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３） 事務事業評価との関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

総維持管理コスト（Ａ） ７９６,３３０

成果指標達成率（Ｂ） ９４．８％

目標未達成コスト｛Ａ×（１－Ｂ）｝ ４１,４０９

成果指標として用いたもの

成果指標 目標値 実績値 達成率 面積比率 面積加重

平均

図書館 貸出冊数 ２,１１０千冊 ２，１０５千冊 ９９．８％ ７６．９％ ７６．７％

歴史資料館 ｻﾝｸﾘｽﾀﾙ学習参加校数 ４２校 ３３校 ７８．６％ １７．０％ １３．４％

菊池寛記念館 常設展入館者数 １００,０００人 ７７,４２８人 ７７．４％ ６．１％ ４．７％

合計 １００％ ９４・８％

４） 委託契約

平成１３年度は平成１２度の委託契約額の１０％ダウンを基本方針として契約の見直

しを行った。（高松市全体の方針として）

平成１２年度と平成１３年度の契約金額は以下のとおりであり、概ね、達成されていた。

平成１２年度（円） 平成１３年度（円） １３年度／１２年度

電気設備関係保守点検業務 ７,３５０,０００ ６,６７８,０００ ９０．９％

空調設備関係保守点検業務 １４,９９４,０００ １３,４９２,５００ ９０．０％

設備運転管理業務 １９,２２４,０００ １７,２９２,０００ ９０．０％

警備業務 ２８,６９０,２００ ２５,７９９,７６０ ８９．９％

駐車場管理業務 ６,９１２,０００ ６,３５７,９６０ ９２．０％

清掃業務 １７,６１６,０００ １５,８４０,０００ ８９．９％

５） 施設利用の向上の必要性

歴史資料館及び菊池寛記念館の利用者数は年々減少傾向であり、人件費及び維持管理

コストとの関係からも利用度の向上が必要である。
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施設名 美術館

１）施設概要

①所在地 高松市紺屋町１０番地４

②敷地面積 ４,４９７．２４㎡

③建築面積 ３,２０２．６８㎡

④建物延面積 １５,７９９．４８㎡ 美術館部門 ９,８７５．８０㎡

駐車場部門 ５,９２３．６８㎡

⑤構造 鉄骨鉄筋コンクリート造　地下２階地上５階

⑥総事業費 建設費 ４５億２,５９８万円

用地費 １５億円

⑦事業概要 １．展覧会 特別展 （平成１２年度は７展）

常設展 （平成１２年度は５期）

２．貸館 一般展示室、市民ギャラリー

３．美術講座、芸術的催し物

４．講演会、コンサート等への施設提供

５．美術資料の収集

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

美術館費 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 9,945 9,945 非常勤嘱託５名

給料 56,994 56,994 正規職員１２名

職員手当等 33,613 33,613

共済費 11,924 11,924

賃金 17,421 1,277 アルバイト賃金

報償費 3,583

旅費 961

需用費 70,040 45,105

役務費 17,385

委託料 118,394 114,479

使用料賃借料 38,280

備品購入費 161,874

負担金補助金 76,536

合計 616,950 113,753 159,584 0

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 4,525,988

平成１２年度投資的経費 0

合計額（Ａ） 4,525,988

耐用年数（Ｂ） ５０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 90,519

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 1,836,914

平成１２年度支払利息 108,833

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

113,753 159,584 90,519 108,833 472,689



115

３） 事務事業評価との関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

総維持管理コスト（Ａ） ４７２,６８９

成果指標達成率（Ｂ） ９２．８％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ ３４,０３３

成果指標として用いたもの

目標値 実績値 達成率

貸館展覧会開催日数 ９０日 ７４日（準備日を考慮

すれば９０日）

１００％

市民ギャラリー開催日数 ３００日 ２９９日 ９９．７％

企画展常設展入場者 （予算）５２,６００人 ４１,４３１人 ７８．８％

単純平均 ９２．８％

（注）平成１２年度１３年度施設管理について事務事業評価の対象とはなっていない。

　　上記表は当職にて主管課よりヒアリングにて得た資料にて作成したものである。

４）委託契約

平成１３年度は平成１２年度の委託契約額の１０％ダウンを基本方針として契約の見

直しを行った。（高松市全体の方針として）

平成１２年度と平成１３年度の契約金額は以下のとおりであり、概ね、達成されていた。

平成１２年度（円） 平成１３年度（円） １３年度／１２年度

電気設備関係保守点検業務 ５,４２８,５００ ４,８８１,４５０ ８９．９％

空調設備関係保守点検業務 ２２,２６０,０００ ２０,１６０,０００ ９０．６％

設備運転管理業務 １４,４８１,１８０ １３,１２２,９００ ９０．６％

警備業務 ２８,４１８,０４０ ２３,５１１,６００ ８２．７％

清掃業務 １９,７６９,４００ １７,７９１,２００ ９０．０％

警備業務は常駐警備員２名から１名程度に削減している。
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施設名 市民文化センター

１）施設概要

①施設趣旨 市民文化センターは、社会教育の総合センターとしての多目的施設である。

②所在地 高松市松島町一丁目１５番１号

③構造 本館 鉄筋コンクリート地下１階地上５階建（延べ７,６５７．８８㎡）

別館 鉄筋コンクリート３階建（延べ７,１５３．６７㎡）

④敷地面積 ７,９７５．２３㎡

⑤完成 昭和４７年７月

⑥総事業費 建設費 １４億９４１４万円（平和記念室含む）

⑦施設配置 本館１階 平和記念室、事務所

本館2階 図書館、昆虫展示室

本館3階 講堂、集会室、音楽室等

本館4階 集会室、各種教室

本館5階 プラネタリウム室、科学展示室等

別館 体育・集会大ホール

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

文化ｾﾝﾀｰ費 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 19,762 19,762

給料 66,408 66,408

職員手当等 37,860 37,860

共済費 14,321 14,321

賃金 1,222 1,222

報償費 3,506

旅費 560

需用費 60,100 59,978

役務費 3,027

委託料 50,393 30,889

使用料賃借料 13,088

工事請負費 14,806 14,806

備品購入費 2,295

負担金補助金 166

償還金利子 144

合計 287,658 139,573 90,867 14,806

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 1,494,149

平成１２年度投資的経費 14,806

合計額（Ａ） 1,508,955

耐用年数（Ｂ） ５０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 30,179

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 0

平成１２年度支払利息 0

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

139,573 90,867 30,179 0 260,619
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３） 事務事業評価との関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

総維持管理コスト（Ａ） ２６０,６１９

成果指標達成率（Ｂ） ８２．４％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ ４５,８６８

成果指標として用いたもの

目標値 実績値 達成率
センター学習参加者満足度 １００％ ９３％ ９３．０％

平和記念室入館者数 ４５,０００人 ２８,７０７人 ６３．８％

使用者数 １６０,０００人 １４４,６７７人 ９０．４％

単純平均 ８２．４％

４） 施設老朽化

建築後３０年を経過し老朽化が進行し、維持改修費が増加する傾向にある。中長期的視

点での改築計画が必要である。

また、生涯学習センターが片原町に出来る予定であり、生涯学習機能を現在の施設でど

の様に果たしていくか明確でないので今後の位置付け及び特徴付けが必要である。

５） 利用者数の減少

上記にも関係するが、最近では利用者数の減少が続いており、利用度向上のための改善

が必要であ。

平成８年度 ２９６,１４４人

平成９年度 ２６５,８０２人

平成１０年度 ２８３,３２８人

平成１１年度 ２５７,５０８人

平成１２年度 ２４２,６３７人
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施設名 スポーツ施設

１）施設概要 所在地 建設費（千円） 施設概要

高松市総合体育館 高松市福岡町 3,405,026 第１競技場、第2競技場、トレーニング室、第1武道場、第2武道場

和弓場、アーチェリー場

高松市立ヨット競技場 高松市浜ノ町 113,573 艇庫７棟、艇置場、クレーン

高松市立亀岡庭球場 高松市亀岡町 4,045 クレーコート４面

高松市立朝日町庭球場 高松市朝日町 43,373 砂入人工芝５面、夜間照明施設

高松市立仏生山運動場 高松市仏生山町 9,340 庭球場２面、ゲートボール場１面

高松市南部運動場 高松市三谷町 162,505 第1グラウンド（野球場）、第2グラウンド（多目的広場）

高松市立市民プール 高松市浜ノ町 343,561 流水、少年プール、幼児プール、（高松勤労者体育センタープール）

高松市福岡町プール 高松市福岡町 1,212,906 温水プール、補助プール、採暖プール

高松市亀水運動センター 高松市亀水町 600,472 体育館、浴室、庭球場、プール、野球場

高松市西部運動センター 高松市鬼無町 531,263 体育館、第1グラウンド（野球場）、第2グラウンド（多目的広場）

高松市立仏生山公園体育館 高松市仏生山町 651,940 体育館

高松市立仏生山公園温水

ﾌﾟｰﾙ

高松市仏生山町 672,190 温水プール、補助プール、採暖プール

合計 7,750,194

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用体育施設費 仏生山公園
施設管理費

（市民ｽﾎ゚ｰﾂ課） （公園緑地課）

合計
人件費 維持管理費 投資的経費

旅費 81 81 81

需用費 2,370 17,193 19,563 19,563

役務費 8,958 98 9,056 9,056

委託料 471,843 73,926 545,769 203,761 342,008

使用料賃借料 40,837 10 40,847 40,847

工事請負費 1,554 1,554 1,554

備品購入費 587 642 1,229 1,229

負担金補助金 165 165 165

償還金 290 10 300 300

合計 525,131 93,433 618,564 203,761 413,249 1,554

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 7,750,194

平成１２年度投資的経費 1,554

合計額（Ａ） 7,751,748

耐用年数（Ｂ） ３０年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 258,391

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 2,255,842

平成１２年度支払利息 88,978

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

203,761 413,249 258,391 88,978 964,379
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３）事務事業評価との関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

総維持管理コスト（Ａ） ９６４,３７９

成果指標達成率（Ｂ） ９１．４％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ ８２,９３６

成果指標として用いたもの

目標値 実績値 達成率

利用人数 ６０５,２８０人 ５５３,３９０人 ９１．４％

４）事業性と公共性

① 事業性について

ⅰ）使用料収入率（使用料収入÷管理運営費）の目標設定とその向上が必要である。

高松市社会体育施設の使用料収入率 ３４．９％

仏生山公園体育施設の使用料収入率 ２９．１％（公園緑地課の需用費含む）

ⅱ）民間との競合関係において市の施設といえども確保すべき事項

　料金面の競争力の確保

　施設面の競争力の確保

　サービス（マンパワー）面の競争力の確保

② 公共性

　行政サービスの一環としてのスポーツ施設の提供、即ち、幼児期から高齢期までの

健康増進・体力づくり等、多様化し増大する地域住民のスポーツ活動に対するニーズ

に対応するためより身近なスポーツ施設の整備に努め、市民の利用の増大を図る必要

がある。

　行政コストとしての効率管理が求められる。目標としての成果指標を明確に定め達

成率による施設評価がより一層求められる。

５）施設老朽化への対応

施設環境整備のため中長期視点での改修・改築計画が必要である。
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施設名 ごみ埋立処分場

１）施設概要（高松市一般廃棄物陶最終処分場）

第１処分場 第2処分場

①所在地 綾南町陶４９０７番地１ 綾南町陶４９５４番地ほか

②埋立容量 ３７４千�（第１，２，３期） １３７千�（第１期）

③埋立期間 昭和６３年１０月から 平成１０年５月から

④建設費 ６億８,０４７万円 １１億８,５５６万円

⑤処理施設 浸出液処理棟 浸出液処理棟

調整槽 調整槽

なお、ごみ焼却処理施設（南部広域清掃センター、西部広域クリーンセンター）、

ごみ破砕処理施設（西部広域クリーンセンター）、ごみ埋立処分地（南部広域清掃センター）

は高松地区広域市町村圏振興事務組合にて管理運営されている。

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用ごみ最終処分地費

人件費 維持管理費 投資的経費

職員人件費 66,170 66,170

埋立処分費 58,924 9,818 49,106

汚水処理費 29,591 29,591

機械整備費 5,658 5,658

陶処分地管理費 11,434 11,434

跡地整備事業費 3,631 3,631

合計 175,408 75,988 99,420 0

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 1,866,034

平成１２年度投資的経費

合計額（Ａ） 1,866,034

耐用年数（Ｂ） ２５年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 74,641

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 672,499

平成１２年度支払利息 19,897

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

75,988 99,420 74,641 19,897 269,946
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３） 事務事業評価との関係

　　

総維持管理コスト（Ａ） ２６９,９４６千円

成果指標達成率（Ｂ） １０５％

目標未達成コスト｛Ａ×（１００－Ｂ）÷１００｝ △１３,４９７千円

成果指標として用いたもの

目標値 実績値 達成率
収入額÷処理コスト（人件費を除く）１２年度のみ １００％ １６７％ １６７％
収入額÷処理コスト（平成１１、１２、１３年度平均） １００％ １０５％ １０５％

　平成１２年度のみは事業費と収入額が逆転しているので、ここでは３年間の平均値を使

用した。

４） 処理手数料水準について

　　処理手数料は近隣市町村料金、ごみ処理原価等を勘案して１,１００円（１００ｷﾛｸﾞﾗﾑ

まで）を基準にして設定されている。しかしながら、手数料収入では人件費を含まない処

理コストすらが十分賄えていない状況である。最終処分場の確保が困難になっていく懸念

もあり、処理手数料水準について見直しが望ましい。
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施設名 斎場公園

１）施設概要

①所在地 高松市福岡町四丁目３５番４１号

②開設 平成４年４月

③敷地面積 １２,５１６．７２㎡

④延床面積 ４,２９９．６７㎡

⑤構造 鉄筋コンクリート造　平屋建一部２階建

⑥施設内容 火葬部門 火葬炉１０基、エントランスホール、告別室３室、収骨室２室、事務室等

斎場部門 式場１室、斎場ホール、控え室

待合部門

駐車場

⑦総事業費 用地費 ２６億８０５万円

建設費 ２６億２,５０８万円

２）施設維持管理コスト

①平成１２年度維持管理費 （単位：千円）

内施設管理に係る費用

斎場公園費 人件費 維持管理費 投資的経費

報酬 13,550 13,550

給料 33,149 33,149

職員手当等 39,212 39,212

共済費 1,987 1,987

賃金

報償費

旅費 127 127

需用費 54,635 54,635

役務費 467 467

委託料 30,542 30,542

使用料賃借料 1,891 1,891

工事請負費

備品購入費

合計 175,560 87,898 87,662 0

山田斎場に係る費用（８３３千円）も含まれている。

②減価償却費 償却資産取得価額 平成１１年度末累計額 2,625,089

平成１２年度投資的経費

合計額（Ａ） 2,625,089

耐用年数（Ｂ） ２５年

減価償却費（Ａ／Ｂ） 105,003

③金利負担 平成１２年度末市債発行残高 614,737

平成１２年度支払利息 45,422

④施設維持管理コスト要約

人件費 管理費 減価償却費 支払金利 合計

87,898 87,662 105,003 45,422 325,985
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３） 事務事業評価との関係

　平成１３年度における事務事業評価は対象とはなっていない。

４） 委託料

　平成１２年度に比して平成１３年度は概ね１０％の引下げが実施されていた。

５） 施設維持計画について

　火葬炉については平成１２年度より計画的に施設修繕が実施されているが、建物設備に

ついても、約１０年経過しており、中長期視点での維持改修計画が必要である。

６） 山田斎場について

　使用件数も減少してきており、廃止の方向で検討されている。
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第３章 監査結果

　高松市の公共施設について共通する課題を以下に整理し監査の結果報告とする。

要点は高コスト体質からの脱却と稼働率の向上である。

第１節 維持管理コストと目標未達成コスト

　各公共施設の維持管理について、事務事業評価との関連にて分析した目標未達成コスト

について以下に対比する。但し、事務事業評価制度は平成１３年度からの本格導入であり、

成果指標及びその達成率分析についても今後その精度を高めていく必要のあるものであり、

また施設運営そのものの評価以外の成果指標もここでの分析に使用しているため、目標未

達成コストの金額は絶対的な金額ではない。

施設名
維 持 管 理 コ ス ト

（Ａ）　　千円

成果指標達成

率（Ｂ）　　％

未達成率（Ｃ）

（100－Ｂ）　％

目標未達成コスト

（Ａ×Ｃ）÷100 千円

本庁舎 ４９５,８９１ ９１．０ ９．０ ４４,６３０

市民会館 １３５,９０７ ９２．６ ７．４ １０,０５７

保育所 ３２２,９２８ ９８．３ １．７ ５,４８９

総合福祉会館 １４３,６１８ ８９．６ １０．４ １４,９３６
ふれあい福祉センター勝賀 １３３,２８９ ９６．２ ３．８ ５,０６４

女性センター ５５,４９０ ８８．９ １１．１ ６,１５９

保健所（１３年８月開所） １１１,３７０ ― ― ―
保健センター、夜間急病診療所 ２２１,５９９ ― ― ―

高松テルサ　　　（注） ３７１,７６１ ― ― △２４６,０９５

食肉センター　　（注） ３８６,７６５ ― ― △３４１,７５６

中央卸売市場　　（注） ５２４,７４４ ― ― △２０２,３１２

競輪場 ４８６,０８８ ― ― 繰出金１０億円

公園 １,１２８,３５０ ８６．１ １３．９ １５６,８４０

市営住宅 １,４０５,００２ ９３．３ ６．７ ９４,１３５

瓦町駅地下駐車場（注） ２１６,１３８ ― ― △３５,６３６

駐車場　　　　　（注） ４４０,６５２ ― ― 利益１２９,４７９

下水道 ７,８２６,２１３ ７１．６ ２８．４ ２,２２２,６４４

消防庁舎 １８４,６９７ ― ― ―

幼稚園 １９５,１７９ ― ― ―

小学校 １,９０７,２９８ ― ― ―

中学校 １,０５４,７６７ ― ― ―

高等学校 １５６,８６０ ― ― ―

公民館 ４６９,９０３ ９６．１ ３．９ １８,３２６

図書館、菊池寛記念館、歴

史資料館

７９６,３３０ ９４．８ ５．２ ４１,４０９

美術館 ４７２,６８９ ９２．８ ７．２ ３４,０３３

市民文化センター ２６０,６１９ ８２．４ １７．６ ４５,８６８

スポーツ施設 ９６４,３７９ ９１．４ ８．６ ８２,９３６

ごみ埋立処分場 ２６９,９４６ １０５．０ △５．０ △１３,４９７

斎場公園 ３２５,９８５ ― ― ―

（注）高松テルサ、食肉センター、中央卸売市場、瓦町駅地下駐車場、駐車場については
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事務事業評価の指数は使用せず、使用料収入から維持管理料を差引した損益として示して

おり、△は損失の表示である。

　また、総合福祉会館、ふれあい福祉センター勝賀、美術館については主管課とのヒアリ

ングにて当職が試算した数値を記載している。

１） 高コスト体質について

公共施設の高コスト体質として共通している点をまとめると次のとおりである。

① 新しい施設について

　建築費について、平成１２年度まではより競争原理の働いた入札制度が望ましく

発注された建築費は十分絞り込まれていない場合がある。結果的に、その後の償却

費負担、市債発行があれば金利負担が増加することとなる。

　保守管理費について、新しい設備についての保守点検、警備、清掃等の維持管理

費が必要となる。

② 老朽化施設について

　　老朽化している施設については、施設修繕費、改修費、改築費が必要となり全体

的にコストアップ要因となっている。

２） 稼働率の悪い施設

　食肉センター、瓦町駅地下駐車場、高松駅前広場地下駐車場については稼働率が悪

く大幅な採算割れとなっているので、今後のあり方について明確な方針を示すよう改

善が必要である。

特に、第三セクターでもある瓦町駅地下駐車場㈱については今後の資金繰りが懸念さ

れるので、その存続を含めて再建計画が示されなければならない。

３） 事業採算ラインを明確にすべき施設

　　　高松テルサ、市営住宅、中央卸売市場については採算ライン（使用料にて賄われる

べき費用の範囲）を明確にし、採算（損益）を明確に示す仕組みに改善する必要があ

る。

４） 今後の採算要注意

　競輪場については、全国的な地方公営ギャンブルの低迷もあり、事業としての損益分

岐点に留意した経営が望まれる。

５） 目標値の設定

　　　事務事業評価制度は平成１３年度からの本格導入であり、成果指標としての目標値

については今後とも吟味を重ね制度として向上が必要である。即ち、評価の基準となる

ような目標値の設定として確立されなければならない。
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第２節 工事請負契約の入札状況

　平成１２年度（完成が１２年度の施設で契約が１１年度のものを含んでいる）の公共施

設に関連した工事請負契約における競争入札状況は以下のとおりであり、一部競争状態に

あるものもあるが、必ずしも十分な競争原理が働いていたとは認めがたい契約もある。

　過度の値下げ競争の排除を含め改良された平成１３年度からの公募型指名競争入札及び

その最低制限価格の表示の改定等の取り組みは的確な取り組みといえる。

１） 平成１１年度契約

　

施設名 工事名 入札書比較価格

（Ａ）（千円）

落札価格

（Ｂ）（千円）

比率

（Ｂ／Ａ）％

新保健所 建築工事 １,０２３,７５０ １,０１６,０００ ９９．２

電気設備工事 １７４,４４０ １７０,０００ ９７．５

空調設備工事 １６３,６６０ １６０,０００ ９７．８

給排水設備工事 １２７,４００ １２７,０００ ９９．７

昇降機設備工事 ４０,４７４ ３９,５００ ９７．６

高松テルサ 駐車場整備工事 ２２２,４６０ ２２０,０００ ９８．９

管制設備工事 ３７,０４４ ３０,０００ ８１．０

機械設備工事 １１,６６２ ９,９９０ ８５．７

電気設備工事 ３１,３６０ ３０,０００ ９５．７

下水道 馬ノ口ﾎﾟﾝﾌﾟ場建設工事 ７９０,７２５ ７８９,０００ ９９．８

香西ﾎﾟﾝﾌﾟ場放流渠工事 ２０３,８４０ ２０２,０００ ９９．１

再生処理施設電気設備 ２６９,５００ ２６２,０００ ９７．２

再生処理施設機械設備 ３６０,６４０ ３５７,０００ ９９．０

鶴尾１号汚水幹線工事 １,３０６,５０１ １,２９０,０００ ９８．７

２） 平成１２年度契約

施設名 工事名 入札書比較価格

（Ａ）（千円）

落札価格

（Ｂ）（千円）

比率

（Ｂ／Ａ）％

市民会館 正面外壁改修工事 ７,５８０ ７,３００ ９６．３

食肉センター 旧食肉センター解体工事 ２４,０００ ２３,０００ ９５．８

護岸修繕工事 ９５,１５８ ９５,０００ ９９．８

郷東第２汚水管工事 ９７,３００ ９５,０００ ９７．６

競輪場 遊戯施設整備工事 ２７,０００ ２６,７５０ ９９．１

西中央ｽﾀﾝﾄﾞ便所改修 １０,９００ １０,６２０ ９７．４

中央卸売市場 青果棟ごみ集積改修工事 ５,９８０ ５,９３０ ９９．２

下水道 郷東第１処理区分汚水管 ９８,０００ ９７,０００ ９９．０

鶴尾処理区分汚水管工事 １０５,８００ １０４,０００ ９８．３

東山崎第２雨水幹線工事 １１８,５００ １１５,３００ ９７．３

中央汚水幹線工事 ７８０,０００ ７４８,０００ ９５．９

西部ポンプ場電気設備 ２６６,５００ ２５５,０００ ９５．７

東部下水処理場ﾀﾝｸ塗装 １７,９００ １７,５００ ９７．８

朝日町五丁目下水管布設 ２０,９００ ２０,５００ ９８．１

港頭処理区分雨水渠布設 １９,４００ １９,０００ ９７．９

桜町二丁目下水管布設 １３,４００ １２,９００ ９６．３
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紺屋町下水管布設工事 １０,６００ １０,２５０ ９６．７

国道１１号線栗林地区電線

共同溝事業下水管移設

１０,６００ １０,４００ ９８．１

下水道工事補修資材製造 ７,３３０ ７,１９６ ９８．２

市営住宅 飯田町団地外壁改修工事 ３６,４００ ３６,０００ ９８．９

水田団地外壁改修工事 ４０,８００ ３９,４００ ９６．６

寺井町団地外壁改修工事 ７６,９００ ７５,９００ ９８．７

寺井町団地外壁改修工事 １０７,８００ １０５,３００ ９７．７

檀紙町団地外壁改修工事 ２５,９００ ２５,３００ ９７．７

あかつき団地改修工事 ４２,９００ ４１,５００ ９６．７

水田団地下水道接続工事 １０,６００ １０,３００ ９７．２

上天神町団地外壁改修工事 ４６,８００ ４５,５００ ９７．２

川東団地新築工事 ３４７,１００ ３３８,０００ ９７．４

川東団地電気設備工事 ４３,５００ ４２,５００ ９７．７

川東団地給排水設備工事 ３６,８００ ３６,０００ ９７．８

川東団地ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ工事 １１,４００ １０,７００ ９３．９

川東団地集会所電気工事 １８,３００ １７,５００ ９５．６

川東団地集会所給排水工事 ４９,４００ ４８,１００ ９７．４

消防 西部分団屯所新築工事 １７,１００ １６,８００ ９８．２

一宮分団屯所新築工事 １６,２００ １５,９３０ ９８．３

木太町第１２号防火水槽 ８,９４０ ８,７００ ９７．３

由良町第３号防火水槽 １０,７００ １０,５５０ ９８．６

耐震性貯水槽築造工事 ４１,３００ ４０,５００ ９８．１

小学校 円座小学校外壁改修工事 １７,１００ １６,６００ ９７．１

松島小学校外壁改修工事 １８,１００ １７,８００ ９８．３

築地小学校外壁改修工事 ９,７００ ９,５５０ ９８．５

新塩屋小学校外壁改修工事 １８,７００ １８,４００ ９８．４

新塩屋小学校便所改修工事 ２１,８００ ２１,２８０ ９７．６

木太南小学校外壁改修工事 ２６,１００ ２５,７００ ９８．５

川島小学校校舎新築工事 １０５,８００ １０４,０００ ９８．３

中学校 山田中学校ﾌﾟｰﾙ改修工事 ２７,６００ ２１,４００ ７７．５

山田中学校ﾌﾟｰﾙ改修設備工事 ５,１９０ ５,１００ ９８．３

山田中学校ﾛｯｶｰ改修工事 １０,０００ ７,９００ ７９．０

玉藻中学校給水管改修工事 １７,６００ １７,３５０ ９８．６

光洋中学校校舎便所改修 ２２,３００ ２１,５００ ９６．４

光洋中学校校舎外壁改修 １１,８００ １１,３００ ９５．８

光洋中学校校舎便所改修 ９,８９０ ８,５００ ８５．９

勝賀中学校校舎外壁改修 １３,３００ １２,７００ ９５．５

勝賀中学校理科室改修 ８,４２０ ８,３７０ ９９．４

紫雲中学校ﾛｯｶｰ改修工事 ９,１６０ ９,１００ ９９．３

　上記は工事請負契約の中から比較的金額の大きい契約をサンプル抽出して検証したもの

である。なお、類似した契約のものについては記載を省略してある。

　十分な競争状態になく工事契約額が高止まりした場合は、結果として建築コスト負担の

増大さらに財源として市債を発行した場合はその後の金利負担をより多く伴うことになる。
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第３節 老朽化施設対策

１） 改修、改築計画の必要性

老朽化した施設については中長期視点での改修・改築計画の策定等の改善が必要であ

る。

必要な施設は以下のとおり。

総合福祉会館

女性センター

中央卸売市場

市営住宅

小学校

中学校

高等学校

市民文化センター

２） 改修工事費の削減の必要性

　　　施設の老朽化とともに維持改修費が増加傾向になる。特に、市営住宅、学校施設に

おいては 1 件当りの改修工事は少なくても、全体としては多額になるため、維持改修

工事費の増加に備えての対策が必要である。

３） 改築資金の積立の必要性

　施設の改築に備えての改築積立基金等の計画的積立が望まれる。市債等の借入金が

完済している施設については、減価償却相当額を上限として将来の改築に備えて資金

の積立が望ましい。

４） 耐震診断・補強の必要性

　　　耐震診断・補強がなされていない施設は次のとおりである。

　　幼稚園、小学校校舎、中学校校舎、市民会館（現）、市民文化センター等

　　改築計画とともに耐震診断・補強について早急な改善が必要であり、少なくとも、各

施設の耐震リスクについての開示が必要である。

　

第４節 施設建設前の事前事業評価制度の導入

　　　施設建設前における効果、効率、要する維持費、使用料収入水準、資金繰り計画等

事前評価が十分といえない。施設の効果、効率についての検証を厳しく事前に実施す

るよう改善が必要がある。事前評価は建設後の施設運営評価に際しても成果目標値と

しての基準として活用でき事後評価上も活用できるものである。

　　　事前評価の必要があった施設として次の施設がある。東部運動公園、新市民会館、

保健所、駐車場（瓦町駅地下駐車場、高松駅前広場地下駐車場）高松市生涯学習セン

ター。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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